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　人工知能（AI）技術の急速な進歩は、労働市

場の未来を巡って多様な議論を呼び起こしてい

る。新技術による生産性向上を強調する楽観的な

見方がある一方で、ホワイトカラーを含む広範な

職務が代替され、労働者が市場から排除されるの

ではないかという懸念も根強い。

　こうした中で、本特集を企画する大きな動機と

なったのが、2024年にノーベル経済学賞を受賞

したダロン・アセモグル教授による一連の警鐘と

洞察である。一例として、Acemoglu［2025］は、

タスクベースのモデルを用いてAIがマクロ経済

に及ぼす影響を分析している。世間の楽観的な予

測とは対照的に、その生産性向上効果は限定的で

あり、今後10年間にAIがもたらす全要素生産性

の上昇は１％に満たないと試算する。その背景と

して、AIが得意とする習得が容易なタスクの自

動化が進む一方で、文脈依存的で習得が困難なタ

スクの自動化は依然として難しい点を挙げる。そ

して、AIによる真の経済的恩恵を実現するため

には、単なる自動化、すなわち代替ではなく、人

間に新たな役割を与えるタスクの創出に注力すべ

きであると結論付けている。

　もう一つの動機として、AIが雇用に及ぼす影

響が予期せぬ形で進展していることが挙げられ

る。従来、AI時代には、ITエンジニアをはじめ

とするホワイトカラーや、新技術への適応が早い

とされる若年層が、雇用面で有利になると考えら

れてきた。しかし、生成AIの性能向上によって、

ITとの親和性が必ずしも高くない職種や、初級職

よりも豊富な業務知識を持つベテラン人材が有利

になる兆候もみられる。今後も、このような予想

外の変化が続く可能性は高い。

　本特集では、一過性のブームや印象論を排して、

客観的な事実や学術的根拠に基づき、経済学のレ

ンズを通した議論を提示することを一貫して重視

した。各論文では、AIが雇用に与える影響を歴

史的視点、理論モデル、ケーススタディ、計量分

析などの多様なアプローチから明らかにする。以

下、各論文を簡単に紹介する。

　

　岩本論文「AIが雇用に与える影響とリスキリ
ング」は、過去の技術進歩との違いからAIの本

質をひもとく。従来の技術進歩は主として肉体労

働を対象とし、その進展も比較的緩やかだったた

め、配置転換によって雇用が維持される余地が

あった。しかし、頭脳労働を代替し得るAIは、

急速に既存の仕事を奪う可能性がある。筆者は、

AIが補完から代替へ移行する未来を見据える一

方で、失われる雇用を上回る新産業の創出は進ん

でいないと指摘する。結論として、AIとの共存
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はリスキリングの成否にかかっており、企業内

OJTに依存するのではなく、諸外国のように国が

責任と予算を持って施設を整備し、主導していく

べきだと訴えている。

　

　工藤・宮本論文「AIと雇用の経済学」は、資

本と労働を４種類に分けた数理モデルを用い、

AIと雇用の関係を分析する。ロボットと単純労

働の代替性が閾値を超えると失業率が上昇し、ホ

ワイトカラーの技能陳腐化が大きなGDP損失を

招くリスクを警告する。一方で、技術の帰結は社

会の選択であるとし、米国型経営に対してステイ

クホルダーを重視する日本型経営の耐性を評価し

つつも、労働流動性の向上やリスキリングなどの

変革を提示する。さらに、AIが情報空間や民主

主義に与える影響にも視野を広げ、エコーチェン

バー等の弊害に対して、政府の介入や制度設計に

よる社会的制御の重要性を論じている。

　

　岩月論文「従来AIと生成AI導入後のタスクと
スキルの変化」は、国内外の事例に基づき、両技

術がもたらす影響を比較分析している。共通点と

して、より高付加価値なタスクへの再編成が促さ

れること、ハルシネーションへの対応や基礎的ス

キルの低下に対する懸念が存在することを明らか

にしている。一方、生成AI特有の差異として、

非エンジニアでもプログラム作成が可能になるな

ど、職種の壁を越えたタスクの拡大を挙げる。こ

れにより専門スキルの希少性が薄れ、スキル価値

が低下し得る点も指摘した。影響が全従業員へ拡

大する中、人材育成や対応を個人に委ねず、労使

が協議を重ね取り組むことが重要だと結んでい

る。

　

　青木論文「求人データから読み解くAIと労働

市場」は、Indeedの求人データを用いた国内外

の研究を横断的に参照し、その動向を展望してい

る。米国ではAI求人が急増する一方でテック分

野全体の採用が冷え込む「テック採用凍結」が生

じており、これがAIによるエントリー業務の代

替と、シニア人材への需要シフトと整合的である

ことを示唆する。また、米国の足元のマクロ統計

にAIによる生産性向上がJカーブ効果として現れ

始めたとする先行研究を紹介し、求人データから

も同様の経路を指摘する。一方の日本では慢性的

な人手不足や雇用慣行を背景に、雇用縮小効果は

みられず、AIが労働の補完として機能しやすい

という異なる景色を描く。

　

　近年の急速なAIの進化を踏まえると、現時点

での議論や予測が、事後的には見当違いに終わる

可能性も否定できない。かつてケインズが喝破し

たように、独自の視点から予測を行うよりも大勢

に迎合した予測の方が評判は守られ、雇用の上で

も安全である（Scharfstein and Stein［1990］）。

しかし、平均的で無難な議論であれば、現在の生

成AIの方がむしろ得意であろう。さらに言えば、

解題者は、将来予測が後から振り返って正しかっ

たのか誤っていたのかは、さほど重要ではないと

考えている。統計学の知見が示す通り、ランダム

な試行から偶然に神予測が生まれる偽陽性も、的

を射た予測でありながら偶発的な事象等によって

外れてしまう偽陰性も、どちらも起こり得るから

である（山田［2024］）。結果の成否以上に、筆

者たちの思考過程そのものを楽しむことを提案し

たい。

　AIの影響は、経済・ファイナンス研究の方法

そのものにも及びつつある。参考として、この分

野におけるAIの活用状況を客観的に把握するた

め、世界トップクラスの学術カンファレンスでの



4� 証券アナリストジャーナル　2026.  8

報告論文を対象とした動向分析を行った。対象と

したのは、American Finance Association（AFA）

およびWestern Finance Association（WFA）が

主催し、毎年１月と６月に開催される年次大会で

ある。例年それぞれ230本、150本前後の論文が

報告される。生成AIモデルであるQwenを用い、

各論文のタイトルおよび要約に基づき、AI、お

よびその中でも生成AI（大規模言語モデルを含

む）に関連する研究かどうかを判定した。図表１
に、大会ごとに全体の何％の論文がAIに関連す

るかを示す。2026年のAFAでは約10本に１本、

WFAでは約17本に１本の論文が、少なくとも要

約から確認できる範囲において広義のAIを利用

した研究であり、その中でも生成AIの利用が顕

著に増えていることが確認できる。一方で、この

結果は、依然として伝統的な課題やアプローチが

経済・ファイナンス研究の主流を形成していると

も解釈できるだろう。

　建築家の安藤忠雄は、代表作「住吉の長屋」

（1976年竣工）において、建物の中心にあえて屋

根のない中庭を設けた。雨の日にトイレへ行くに

も傘が必要というこの不便さは、風や光、雨といっ

た自然を身体で感じ、人間が自然の一部として生

きる実感を取り戻すための意図的な設計であった

とされる。この視点は、AIに思考の一部を委ね

ることが認知機能の低下につながり得るという

Kosmyna et al. ［2025］の知見にも符合する。大

規模な汎用AIの運用には膨大な電力消費を伴う

という報告（Luccioni et al. ［2023］）もあり、後

世から振り返れば、その知性の正体はGhost of 

Electricityに過ぎなかったと評されるかもしれな

い。艱難辛苦を避けて効率化を追求した果てに、

人間の成長、そして持続可能で幸福な社会の実現

はあるのだろうか。この問いを巡る試行錯誤は今

後も続くだろう。

　本特集が、読者の皆様にとって、AI時代にお

図表１　ファイナンス学会におけるAI関連論文比率の推移

（出所）解題者作成

American Finance Association Western Finance Association
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ける企業の人的資本経営のあり方や、日本の産業・

企業の真の成長力を見極めるための有益な指針と

なれば幸いである。
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